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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、対象となる関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期

会計期間

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

売上高 (千円) 8,819,485 8,754,184 9,110,201 16,934,339 17,290,863

経常利益 (千円) 427,273 436,328 386,140 715,010 764,103

中間(当期)純利益 (千円) 224,523 213,496 224,351 361,741 381,182

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 814,340 814,340 814,340 814,340 814,340

発行済株式総数 (株) 5,098,096 5,098,096 5,098,096 5,098,096 5,098,096

純資産額 (千円) 8,112,561 8,374,213 8,732,451 8,241,660 8,559,061

総資産額 (千円) 12,619,652 12,469,943 12,816,204 10,316,036 10,891,041

１株当たり純資産額 (円) 1,593.44 1,645.93 1,717.12 1,614.71 1,677.90

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 44.10 41.95 44.11 66.84 70.23

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 14.00 14.00

自己資本比率 (％) 64.3 67.2 68.1 79.9 78.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △2,409,210 △1,881,723 △2,132,005 166,917 826,139

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △31,931 △20,331 △146,116 △144,471 △166,543

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,377,481 1,925,745 1,527,123 △72,936 △75,378

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 481,291 518,151 327,681 494,461 1,078,679

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
205 
(198)

197
(196)

188
(205)

204 
(195)

194
(199)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

なお、当社は子会社及び関連会社を一切有しておりません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の( )書は外書で、臨時従業員(パートタイマー及び嘱託)の当中間会計期間における平均雇用人

員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社は労使協調を旨とし、労働組合は結成されておらず、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 188(205)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期におけるわが国の経済は、企業収益の改善に伴い民間設備投資も上向きに推移し、雇用環境

も改善に向かいつつあり、個人消費につきましても緩やかながら回復傾向が見られるようになりまし

た。 

しかしながら、当業界におきましては、消費者マインドの改善は見られず、依然として競争は激し

く、店頭での販売価格は低い水準のまま推移するという大変厳しい状況でありました。 

原料海苔につきましては、瀬戸内地区ではやや不作であったものの、最大の生産地である九州地区に

おいては、天候にも恵まれ漁期全般に亘り順調に生産枚数が上がりました。その結果、平成17年度の海

苔生産量は前年を上回り、原料海苔価格も安定いたしました。 

このような状況のもと、当社では利益重視の方針を維持しつつ、積極的に売上増強施策を展開し、新

製品の開発、経費の更なる削減は勿論、新販路の開拓も含め、全社一丸となった売上目標・利益目標の

達成と経営効率の向上に取り組んでまいりました。 

新製品につきましては、昨年２月の発売以来好調に推移しております「しじみわかめスープ」の姉妹

品として本年２月より発売いたしました「しじみわかめスープめかぶ入り」は、発売以来ご好評を得て

おり、また、「お茶漬亭 新食感」につきましても、これまでにない商品の独自性により、順調に市場

から評価を得ております。 

経費につきましては、上記「しじみわかめスープ」のテレビコマーシャル等の広告宣伝費を積極的に

投入する一方、生産コストの低減、物流費等の削減を図り、販売促進費についても効率的な使用により

全社的な経営合理化に努力してまいりました。 

その結果、当中間期の売上高は9,110百万円（前年同期比4.1％増）と増収となりましたが、経常利益

につきましては、広告宣伝費が前年同期に比べ127百万円増加したことにより386百万円（前年同期比

11.5％減）となりました。中間純利益は、特別損失が前年同期に比べ47百万円減少したことにより224

百万円（前年同期比5.1％増）となりました。 

以下、品目別売上高の状況は次のとおりであります。 

家庭用海苔につきましては、販売競争が一層激化する中で、販売促進活動に注力するとともに、採算

重視の観点から販売施策の効率化を推し進めた結果、売上高は3,332百万円（前年同期比3.0％増）とな

りました。進物品につきましては、パーソナルギフト冠婚葬祭等、幅広い販売ルートの拡充に努めまし

たが2,029百万円（前年同期比1.8％減）となりました。ふりかけ等は、「しじみわかめスープ」等の新

製品が好調に推移したことなどにより1,626百万円（前年同期比13.1％増）と大幅な増加となり、業務

用海苔につきましては、コンビニエンスストア市場の中で、おにぎり、お弁当類が堅調に推移し、そし

て新規取引先の開拓も加わり2,094百万円（前年同期比5.7％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べて750百万円減

少し327百万円となりました。 

当中間期末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 



営業活動の結果使用した資金は2,132百万円（前年同期比13.3％増）となりました。 

主な内訳は税引前中間純利益385百万円、たな卸資産の増加額2,423百万円および法人税等の支払額

188百万円であります。 

なお、当社の主原料である海苔は、おおよそ11月から翌年３月にかけて収穫され、この期間に翌１

年分の原料海苔を仕入れるため、中間期末ではたな卸資産が増加いたします。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は146百万円（前年同期比618.7％増）となりました。 

これは主に有形固定資産の取得による支出141百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、1,527百万円（前年同期比20.7％減）となりました。 

これは主に短期借入による収入1,600百万円および配当金の支払額71百万円によるものでありま

す。 

なお、営業活動によるキャッシュ・フローに記載のとおり、上半期に原料海苔を仕入れるため、そ

の購入資金として短期借入金が一時的に増加いたしますが、下半期ではほとんど仕入れることはな

く、借入金残高は減少していきます。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額は、製造原価によっております。また、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は見込生産方式をとっておりますので、該当する事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
  

区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

家庭用海苔 1,799,453 102.8

進物品 927,234 93.7

ふりかけ等 878,871 105.0

業務用海苔 1,651,152 104.2

その他 17,692 84.5

合計 5,274,403 101.8

区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

家庭用海苔 3,332,266 103.0

進物品 2,029,811 98.2

ふりかけ等 1,626,909 113.1

業務用海苔 2,094,104 105.7

その他 27,109 89.0

合計 9,110,201 104.1

相手先

前中間会計期間
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

三菱商事㈱ 3,383,731 38.7 3,571,198 39.2

伊藤忠商事㈱ 1,874,469 21.4 1,983,359 21.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、「消費者的視点に立った製品づくり」という企業理念のもとに、「消費者の健康を考えた製

品」の開発を基本方針として、研究開発及び品質管理等の分野において積極的に取り組んでおります。 

当社では、のり・ふりかけ・お茶漬海苔という乾燥加工食品を基幹に商品展開を行っております。 

当中間会計期間におきましては、当社の経営資源を活用できる分野である即席スープ市場への積極的な

商品展開を考え、市場分析や消費者調査等様々な調査を行うなど、商品化に向けての研究を行ってまいり

ました。更に、当社製品の基幹である海苔の有効成分に着目し、サプリメント市場への参入も研究課題と

して取り組んでおります。また、通信販売等の新たな販売ルートも視野に入れた商品を模索しておりま

す。 

当中間会計期間における新商品開発として、スープ分野では、本年２月に「しじみわかめスープ めか

ぶ入り」を開発し、お茶漬分野では、本年２月に「お茶漬亭 新食感」を開発いたしました。 

更に新たな販売チャネルとして、温度管理帯商品（チルド製品）についても着手し、新分野への参入を

検討します。 

  

なお、当中間会計期間に支出いたしました研究開発費は、20百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 11,561,360

計 11,561,360

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 5,098,096 5,098,096
ジャスダック証券
取引所

―

計 5,098,096 5,098,096 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年３月31日 ― 5,098,096 ― 814,340 ― 1,043,871



(4) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社   130千株 

２ 大森屋共栄持株会は、当社と継続的取引関係のある業者で組織されております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 上記「単元未満株式数」の中には、当社所有の自己株式564株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

楠 瀬 好 房 兵庫県芦屋市 868 17.04

大森屋共栄持株会 大阪市福島区野田４―３―34 483 9.48

稲 野 龍 平 兵庫県西宮市 362 7.12

稲 野 幸 治 兵庫県西宮市 358 7.04

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 140 2.75

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１―13―２ 140 2.75

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町２―11―３ 130 2.55

大森屋社員持株会 大阪市福島区野田４―３―34 128 2.51

稲 野 達 郎 兵庫県西宮市 101 1.99

稲 野 貴 之 兵庫県西宮市 98 1.93

計 ― 2,811 55.15

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 12,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式5,040,000 5,040 同上

単元未満株式  
普通株式 46,096 ― 同上

発行済株式総数 5,098,096 ― ―

総株主の議決権 ― 5,040 ―



② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 大森屋

大阪市福島区野田 
４丁目３番34号

12,000 ― 12,000 0.24

計 ― 12,000 ― 12,000 0.24

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,211 1,250 1,339 1,381 1,380 1,410

最低(円) 1,080 1,130 1,200 1,305 1,341 1,341



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、第52期中間会計期間(平成16年10月１日から平成17年３月31日まで)は、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則

第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第52期中間会計期間(平成16年10月１日から平成17年

３月31日まで)及び第53期中間会計期間(平成17年10月１日から平成18年３月31日まで)の中間財務諸表に

ついて、監査法人東明会計社により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年３月31日)

当中間会計期間末

(平成18年３月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 743,151 552,681 1,303,679

 ２ 受取手形 50,249 53,222 75,144

 ３ 売掛金 2,371,891 2,548,050 2,581,142

 ４ たな卸資産 6,183,598 6,316,013 3,892,038

 ５ その他 195,181 217,605 113,268

   貸倒引当金 △244 △263 △268

   流動資産合計 9,543,827 76.5 9,687,309 75.6 7,965,004 73.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
 ２

  (1) 建物 622,305 586,738 604,782

  (2) 土地 1,410,886 1,496,243 1,410,886

  (3) その他 360,923 383,478 356,485

   有形固定資産合計 2,394,115 19.2 2,466,460 19.3 2,372,154 21.8

 ２ 無形固定資産 16,089 0.1 68,612 0.5 15,305 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 277,285 389,584 310,549

  (2) 会員権 68,300 68,300 68,300

  (3) その他 210,326 175,938 199,728

   貸倒引当金 △40,000 △40,000 △40,000

   投資その他の 
   資産合計

515,911 4.2 593,821 4.6 538,577 5.0

   固定資産合計 2,926,116 23.5 3,128,894 24.4 2,926,037 26.9

   資産合計 12,469,943 100.0 12,816,204 100.0 10,891,041 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年３月31日)

当中間会計期間末

(平成18年３月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 323,083 341,520 279,829

 ２ 買掛金 460,832 524,804 572,379

 ３ 短期借入金 ※２ 2,000,000 1,600,000 ―

 ４ 未払金 683,836 1,011,955 770,904

 ５ 未払法人税等 185,000 160,000 196,000

 ６ 賞与引当金 99,785 95,474 129,767

 ７ その他 68,827 68,754 105,714

   流動負債合計 3,821,365 30.6 3,802,509 29.7 2,054,595 18.9

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 270,774 278,427 273,939

 ２ その他 3,590 2,816 3,446

   固定負債合計 274,364 2.2 281,243 2.2 277,385 2.5

   負債合計 4,095,730 32.8 4,083,752 31.9 2,331,980 21.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 814,340 6.6 814,340 6.4 814,340 7.5

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,043,871 1,043,871 1,043,871

   資本剰余金合計 1,043,871 8.4 1,043,871 8.1 1,043,871 9.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 93,500 93,500 93,500

 ２ 任意積立金 6,125,620 6,411,747 6,125,620

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

253,717 264,562 421,403

   利益剰余金合計 6,472,838 51.9 6,769,809 52.8 6,640,523 61.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

52,158 0.4 116,209 0.9 70,444 0.6

Ⅴ 自己株式 △8,995 △0.1 △11,780 △0.1 △10,119 △0.1

   資本合計 8,374,213 67.2 8,732,451 68.1 8,559,061 78.6

   負債・資本合計 12,469,943 100.0 12,816,204 100.0 10,891,041 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 8,754,184 100.0 9,110,201 100.0 17,290,863 100.0

Ⅱ 売上原価 5,322,459 60.8 5,434,751 59.7 10,563,677 61.1

   売上総利益 3,431,724 39.2 3,675,449 40.3 6,727,185 38.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,996,577 34.2 3,293,239 36.1 5,965,816 34.5

   営業利益 435,147 5.0 382,209 4.2 761,369 4.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 4,315 0.0 5,257 0.1 9,119 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 3,135 0.0 1,326 0.0 6,385 0.1

   経常利益 436,328 5.0 386,140 4.3 764,103 4.4

Ⅵ 特別利益 506 0.0 5 0.0 482 0.0

Ⅶ 特別損失 47,732 0.6 238 0.0 48,536 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

389,102 4.4 385,907 4.3 716,049 4.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

175,946 152,446 352,647

   法人税等調整額 △340 175,606 2.0 9,109 161,555 1.8 △17,781 334,866 1.9

   中間(当期)純利益 213,496 2.4 224,351 2.5 381,182 2.2

   前期繰越利益 40,220 40,211 40,220

   中間(当期)未処分 
   利益

253,717 264,562 421,403



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 389,102 385,907 716,049

 ２ 減価償却費 66,679 70,440 143,634

 ３ 有形固定資産売却損 ― 77 661

 ４ 有形固定資産除却損 ― 160 143

 ５ 無形固定資産売却損 2,232 ― 2,232

 ６ 雑損失 629 79 629

 ７ 貸倒引当金の増減額 △506 △5 △482

 ８ 賞与引当金の増減額 △24,421 △34,292 5,560

 ９ 退職給付引当金の増減額 159 4,487 3,324

 10 受取利息及び受取配当金 △1,570 △1,925 △3,588

 11 支払利息 2,094 1,247 5,533

 12 役員賞与の支払額 △21,450 △23,850 △21,450

 13 売上債権の増減額 50,497 55,014 △183,649

 14 たな卸資産の増減額 △2,014,978 △2,423,974 276,581

 15 仕入債務の増減額 △107,063 14,116 55,826

 16 その他の資産・ 
   負債の増減額

△119,699 9,055 95,585

    小計 △1,778,293 △1,943,461 1,096,591

 17 利息及び配当金の受取額 1,584 1,939 3,588

 18 利息の支払額 △2,352 △1,406 △5,533

 19 預り保証金の受取額 546 518 644

 20 預り保証金の返戻額 △261 △1,148 △503

 21 法人税等の支払額 △102,946 △188,446 △268,647

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,881,723 △2,132,005 826,139



 
  

前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間

(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の 
   取得による支出

△15,905 △141,951 △159,272

 ２ 有形固定資産の 
   売却による収入

― 34 10

 ３ 無形固定資産の 
   取得による支出

― △854 ―

 ４ 無形固定資産の 
   売却による収入

61 ― 61

 ５ 投資有価証券の 
   取得による支出

△2,726 △2,759 △5,514

 ６ その他の投資等 
   による収入

568 ― ―

 ７ その他の投資等の 
   取得による支出

△2,832 △324 △649

 ８ 貸付による支出 △500 △2,000 △3,200

 ９ 貸付金の回収による収入 1,003 1,738 2,021

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△20,331 △146,116 △166,543

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 2,000,000 1,600,000 2,000,000

 ２ 短期借入金の 
   返済による支出

― ― △2,000,000

 ３ 自己株式の 
   取得による支出

△2,983 △1,661 △4,107

 ４ 配当金の支払額 △71,271 △71,215 △71,271

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

1,925,745 1,527,123 △75,378

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増減額

23,690 △750,997 584,217

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

494,461 1,078,679 494,461

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

518,151 327,681 1,078,679



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

１ 資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

中間期末決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)

(1) 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの

総平均法による原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産 

  製品・原材料・仕掛品 

   総平均法による原価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法

(2) たな卸資産

  製品・原材料・仕掛品

同左

  貯蔵品

同左

(2) たな卸資産

  製品・原材料・仕掛品

同左

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法

  なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法

によっております。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

  ただし、ソフトウエア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却

  なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左



 
  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末における退

職給付債務(中間期末自己都合

要支給額に比較指数を乗じた金

額)及び年金資産に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務(期末自己都合要支給額に比

較指数を乗じた金額)及び年金

資産に基づき、当期末において

発生していると認められる額を

計上しております。

４ 外貨建ての資産及び負債

の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金からなっております。

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金からなっております。

７ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成の基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理について

同左

消費税等の会計処理について

同左

項目
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

固定資産の減損に係る会計基

準

――― 当中間会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。なお、これ

による損益に与える影響はありま

せん。 

 

―――



追加情報 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

外形標準課税 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税制度部分の損益計算上の

表示についての実務上の取扱い」

(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理

費が6,586千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益が同額減少しております。

――― 「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第９号)が平

成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当期から「法

人事業税における外形標準課税制

度部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16

年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費

に計上しております。この結果、

販売費及び一般管理費が12,782千

円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が同額減少し

ております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成17年３月31日)

当中間会計期間末 
(平成18年３月31日)

前事業年度末 
(平成17年９月30日)

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額

2,442,095千円 2,573,774千円 2,509,557千円

※２ 担保資産

 

イ 担保差入資産

建物 180,387千円

土地 147,559千円

計 327,947千円

ロ 債務の内容

短期借入金 521,000千円
 

 

イ 担保差入資産

建物 170,436千円

土地 147,559千円

計 317,995千円

ロ 債務の内容

短期借入金 521,000千円

―――

 ３ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。

同左 ―――

項目
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

※１ 営業外収益の主要項目 受取利息 41千円

受取配当金 1,529千円

受取利息 53千円

受取配当金 1,872千円

受取利息 84千円

受取配当金 3,503千円

※２ 営業外費用の主要項目 支払利息 2,094千円 支払利息 1,247千円 支払利息 5,533千円

 ３ 減価償却実施額 有形固定資産 65,202千円

無形固定資産 836千円

有形固定資産 68,356千円

無形固定資産 1,747千円

有形固定資産 140,918千円

無形固定資産 1,620千円

前中間会計期間
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 743,151千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△225,000千円

現金及び 
現金同等物

518,151千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 552,681千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△225,000千円

現金及び 
現金同等物

327,681千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 1,303,679千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△225,000千円

現金及び
現金同等物

1,078,679千円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間会計期間末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間会計
期間末 
残高 
相当額 
(千円)

有形固定
資産その
他

66,000 25,807 40,192

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間会計期間末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間会計
期間末 
残高 
相当額 
(千円)

有形固定
資産その
他

66,000 30,884 35,115  

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

有形固定
資産その
他

66,000 28,346 37,653

２ 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額

１年以内 4,778千円

１年超 40,199千円

計 44,978千円

２ 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額

１年以内 5,015千円

１年超 35,184千円

計 40,199千円

２ 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 5,314千円

１年超 37,303千円

計 42,617千円

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,425千円

減価償却費 
相当額

2,538千円

支払利息 
相当額

1,121千円

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,425千円

減価償却費
相当額

2,538千円

支払利息
相当額

1,007千円

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 6,850千円

減価償却費 
相当額

5,076千円

支払利息 
相当額

2,186千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

当中間会計期間末 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

区分
前中間会計期間末
(平成17年３月31日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

１ 株式 181,474 268,405 86,931

２ 債券 ― ― ―

３ その他 ― ― ―

計 181,474 268,405 86,931

前中間会計期間末
(平成17年３月31日)

区分
中間貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券

非上場株式 8,880

区分
当中間会計期間末
(平成18年３月31日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

１ 株式 187,021 380,704 193,683

２ 債券 ― ― ―

３ その他 ― ― ―

計 187,021 380,704 193,683



２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

前事業年度末 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

当中間会計期間末
(平成18年３月31日)

区分
中間貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券

非上場株式 8,880

区分
前事業年度末

(平成17年９月30日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

１ 株式 184,262 301,669 117,407

２ 債券 ― ― ―

３ その他 ― ― ―

計 184,262 301,669 117,407

前事業年度末
(平成17年９月30日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

非上場株式 8,880

前中間会計期間
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

 当社は、デリバティブ取引を全く

利用しておりませんので該当事項は

ありません。

同左 同左



(持分法損益等) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

対象となる関連会社がないため、該

当事項はありません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

１ １株当たり 
  純資産額

1,645円93銭
１ １株当たり
  純資産額

1,717円12銭
１ １株当たり
  純資産額

1,677円90銭

２ １株当たり 
  中間純利益

41円95銭
２ １株当たり
  中間純利益

44円11銭
２ １株当たり
  当期純利益

70円23銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

中間（当期）純利益 (千円) 213,496 224,351 381,182

普通株主に帰属しな 
い金額の主要な内訳

(千円)

利益処分による役員賞与金 ― ― 23,850

普通株式に係る中間 
(当期)純利益

(千円) 213,496 224,351 357,332

普通株式の期中平均 
株式数

(株) 5,089,165 5,086,066 5,088,265



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第52期)

自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日

平成17年12月21日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年６月20日

株式会社 大 森 屋 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社大森屋の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第52期事業年度の中間会計期間(平

成16年10月１日から平成17年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社大森屋の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

監査法人 東明会計社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  井     章  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  西  川  寿  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年６月19日

株式会社 大 森 屋 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社大森屋の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第53期事業年度の中間会計期間(平

成17年10月１日から平成18年３月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果

として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社大森屋の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

監査法人 東明会計社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  井     章  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  西  川  寿  雄  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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